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１．目的  

 国土交通省直轄工事においては、平成 17 年 4 月に

施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法

律」の基本理念に基づき、透明性の確保、技術競争

促進等の効果を期待して総合評価落札方式の適用拡

大を図り、平成 19 年度以降はほぼ全ての直轄工事で

総合評価落札方式を適用してきたところである。

（図－1） 

しかし、直轄工事で総合評価落札方式が浸透して

いく中で、競争参加者・発注者の負担増大や総合評

価の理念からの乖離といった課題が顕在化してきた。

これらの課題に対応するため、国土交通省は総合評

価タイプを二極化するなどの改善方針を打ち出し、

平成 25 年度からは全国的に本格運用を開始した。 

 国土技術政策総合研究所では、地方整備局等（北

海道開発局、沖縄総合事務局含む）の総合評価落札

方式適用工事を対象に、先述した新たな施策の動向

を含む実施状況等に関する調査・分析を行っている。 

本稿では、総合評価落札方式二極化後の平成 25 年

度と平成26年度の総合評価落札方式適用工事に関す

るデータを基本として、二極化された総合評価落札

方式の実施状況とともに、特に技術提案評価型(S 型)

における課題等の整理を行った結果について報告す

る。 

２．二極化された総合評価落札方式の 

適用状況について 

二極化された新たな総合評価落札方式の適用状況

の推移を図-2 に示す。平成 25 年 4 月時点では 35％

であった二極化の適用率は、平成 26 年 5 月以降は

100％となり二極化への移行が完了したと言える。 

平成 26 年度の総合評価落札方式適用工事件数は

8,108 件あり、タイプ別で最も多いのは施工能力評価

型(Ⅱ型)の 6,001 件で全体の 74.0％。続いて施工能

力評価型(Ⅰ型)の 1,506 件(18.6％)である。なお、

技術提案評価型の件数は 587 件で全体の 7％であり、

その内訳は、技術提案評価型(S型)が99.7％を占め、

技術提案評価型(A 型)の適用は 2 件のみである(図-3

参照)。この結果から、二極化の目的の一つである受

発注者の事務的負担を軽減した施工能力評価型が大

いに活用されていることがわかる。 
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図-3 二極化のタイプ別適用件数の内訳(平成 26 年度) 
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３．技術提案評価型における 

民間の技術力活用の理念からの乖離について 

技術提案評価型は、高度な技術提案を求める「技

術提案評価型(A 型)」と、発注者が示す標準案に対し

施工上の特定の課題等に関し技術提案を求める「技

術提案評価型(S 型)」に分類されている。 

特に技術提案評価型(S 型)では、図-4 に示すとお

り、規模が大きいWTO工事で1位同点の割合が高く、

特にトンネル、鋼橋上部、PC 工事において 1 位同点

が多い傾向にある。また、図-5 に示すとおり、WTO

技術提案評価型(S 型)では、落札者と非落札者の技術

評価点の差は経年的に縮小傾向にある。 

つまり技術提案評価型(S 型)では、標準設計の変更

を伴わない範囲で提案を求めるため、自ずと提案内

容が限定され、技術的に優位な差を得る余地が少な

くなっていると考えられる。さらに、標準設計を超

える提案ができないことによって、工事の品質を高

める可能性が失われていることも考えられる。 

上記のような状況について、受発注者がどのよう

に感じているかをヒアリング調査した結果を表-1 に

示す。この意見を見ると、発注者が設定する課題や

それに対応する受注者の技術的工夫の余地等が限ら

れる中での技術競争の結果として 1 位同点が発生し

ていることは、ある意味当然の結果であり、現状に

おける発注者のテーマ設定の考え方や評価基準では、

ある一定の高い技術水準を持つ受注者の提案を技術

評価点で差を付けることに関して限界状態に近づい

ていることを示唆していると考える。 

これらの現状を踏まえた改善案として、これまで

技術提案評価型(S 型)を選定していた工事に関して、

技術提案評価型(A 型)や施工能力評価型を選定しや

すくすることにより、効率的で技術的に優れた調達

が可能と考える。ただし、技術提案評価型(A 型)に関

しては、適用件数も少なく事務負担や手続き期間な

どに関する課題も指摘されていることから、より適

用しやすくするための改善が必要である。 

 

４．おわりに  

 国土技術政策総合研究所では、今後も二極化後の

フォローアップを継続し、その効果や課題の検証を

行うことで総合評価落札方式の更なる質の向上を目

指すとともに、地方公共団体を含めた統一基準化等

にも取り組んでいく。 

 最後に、今回の分析を行うにあたり、各地方整備

局の方にはデータ提供について多大なご協力を頂い

た。ここに深く感謝の意を表す。 

表－1 技術提案評価型に関する受発注者へのヒアリング結果 
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維持修繕【0件】

機械設備【5件】

通信設備【2件】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同点とならなかった工事 同点となった工事

一般土木【68件】

アスファルト舗装【3件】

鋼橋上部【29件】

造園【1件】

建築【0件】

電気設備【2件】

暖冷房衛生設備【1件】

ｾﾒﾝﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ【1件】

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ【22件】

維持修繕【39件】

機械設備【2件】

通信設備【5件】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同点とならなかった工事 同点となった工事

同点とならな

かった工事

163 件

(94.2%)

同点となった

工事

10 件

(5.8%)

173 件

同点とならな

かった工事

122 件

(55.7%)

同点となった

工事

97 件

(44.3%)

219 件

工事件数：173件
平均工事規模：293百万円
平均入札参加者数：5.5者

工事件数：219件
平均工事規模：2,257百万円
平均入札参加者数：11.3者

技術提案評価型Ｓ型（非ＷＴＯ） 技術提案評価型Ｓ型（ＷＴＯ）

図-4 技術提案評価型における 1位同点発生状況 
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図-5 WTO 技術提案評価型(S 型)における 

落札者と非落札者の技術評価点の傾向 
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